
平成２１年度の「追跡調査・評価分科会」の審議予定と調査内容

分科会 審議(予定)の概要 調査内容等

第１６回分科会
(１０月２日開催)

進捗状況報告 事前準備調査・簡易追跡調査の実施状況の報
告等

☆現時点(第２３回研究評価委員会(１０月２９日) への報告)

第１７回分科会
(１２月開催予定)

成果の広がり プロジェクト毎の分析、詳細追跡調査の実施状
況の報告等

第１８回分科会
(来年２月開催予定)

マネジメントへの反映 詳細追跡調査の結果の分析、成果の発信、マ
ネジメントへの反映等

第２５回研究評価委員会への報告
(来年３月開催予定)

第23回研究評価委員会
資料7 別紙
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追跡調査・評価のスキーム (Ｈ２１年度の概要)

事前準備・簡易調査

対象プロジェクト・企業

過去５年間を対象に、

隔年度、企業等を調査
する。

括弧内：企業数
Ｈ１５年度

２８ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ( 107件)
Ｈ１６年度

２１ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(  50件)
Ｈ１７年度

５２ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(292件)
Ｈ１８年度

３６ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ( 238件)
Ｈ１９年度

１７ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(119件)
Ｈ２０年度

１１ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ(  52件)

上市・製品化

Ｈ１５年度 ( 26件)
Ｈ１７年度 ( 89件)
Ｈ１９年度 ( 18件)

中 止

Ｈ１５年度 ( 14件)
Ｈ１７年度 ( 41件)
Ｈ１９年度 (   9件)

継 続 等

Ｈ１５年度 (   67件)
Ｈ１７年度 ( 162件)
Ｈ１９年度 (  92件)

(未回収を含む。)

現地調査

上市・製品化
( 15 件程度)

中止等
( 15件程度)

アウトプット

マネジメント
への反映、Ｈ
Ｐへの掲載等

隔年度を対象

詳細調査 ☆現時点

平成１３～２０年度 平成２１年４月 ７月 １０月 １月

追跡評価

○平成２０年度終了プロジェクトについては、来年度の簡易調査のため事前準備調査を実施中。
○企業数は本年度追跡調査対象数(資料７ 表２及び表３)を示す。 2

事後評価
したプロ
ジェクト数

２２２
(H13～20)



追跡調査・評価の対象範囲

ＮＥＤＯ

委託先

企業、大学・独法、
公益法人

研究組合
構成企業Ａ
構成企業Ｂ

企業・大学

・市場調査
・ＬＣＡ調査

再委託先 共同実施先
再委託先の
共同実施先

助成先

助成先の委託先

助成先の
共同実施先

追跡調査対象機関

研究協力先
・サンプル提供
・アドバイス

外注先・請負先

注：ＮＥＤＯと各機関との関係は、委託契約、交付規定
等における名称。

○追跡調査の対象となる範囲は、ＮＥＤＯからの資金を得てプロジェクトに参加した機関(委託先、
再委託先、助成先等)。

○研究開発要素の少ないもの、例えばＬＣＡ評価、市場調査等の実施機関は対象外。 3



○本年度は、 印の年度・プロジェクトを対象とする(隔年度実施)。
○対象プロジェクト数・企業数は年度により変動。(特に平成１７年度は、終了プロジェクトが多い。)
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←‐‐‐‐‐‐‐‐ 追跡調査の対象期間(過去５年間)  ‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐→
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○継続率・実用化目標率は、平成１３年度から２０年度まで一貫して上昇している。
○ただし、平成１９年度終了プロジェクトは、「水素」に関するプロジェクトにおいて研究開発等の
継続を断念した企業が多数あったこと等により低下。

プロジェクト終了時点における企業の継続率及び実用化目標率

5

継続率・・・プロジェクト終了
後に成果を活用した研究・
技術開発等を継続している
企業数の割合

実用化目標率・・・回答数に
対する上市・製品化を目標
とする企業数の割合



回答者の所属別による最終目標設定の状況

○回答者の所属が「研究開発部門」の場合、「事業部門等」に比べ、研究開発期間、最終目標に
ついて、より楽観的な最終目標設定をしがちである。
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プロジェクト期間中のステージアップ（全体）

○プロジェクトの開始時点と終了時点を比較すると、多くの企業においてプロジェクト期間中に次のス
テージにステップアップしている。(本年度、初めて調査。)
○プロジェクト期間中の「研究開発段階」→ 「技術開発段階」等へ移行は、上市・製品化にとって重要。
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2%

6%

24%

16%

39%

70%

81%

50%

4%

3%

6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体 (n=50)

エネ (n=32)

産技 (n=18)

開始時点

不明 研究開発に着手する前 研究 技術開発 製品化 上市

28%

22%

39%

62%

66%

56%

8%

13%

2%

6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

(n=50)

エネ (n=32)

産技

(n=18)

終了時点

研究 技術開発 製品化 上市



プロジェクト期間中のステージアップ(個別プロジェクト)
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14%

43%

20%

33%

43%

43%

100%

57%

80%

100%

50%

100%

100%

67%

43%

43%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

① (n=2)

② (n=7)

③(n=10)

④ (n=1)

⑤ (n=2)

⑥(n=10)

⑦ (n=1)

⑧ (n=3)

⑨ (n=7)

⑩ (n=7)

開始時点

不明 研究開発に着手する前 研究 技術開発 製品化 上市

50%

29%

30%

100%

100%

29%

57%

50%

71%

70%

50%

70%

67%

71%

43%

50%

30%

33%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

① (n=2)

② (n=7)

③(n=10)

④ (n=1)

⑤ (n=2)

⑥(n=10)

⑦ (n=1)

⑧ (n=3)

⑨ (n=7)

⑩ (n=7)

終了時点

研究 技術開発 製品化 上市

分野 プロジェクト名 機関数

エ
ネ
ル
ギ
ー

燃料電池・水素
①高耐久性メンブレン型LPガス改質装置の開発

9
②新利用形態燃料電池標準化等技術開発

省エネルギー ③革新的次世代低公害車総合技術開発 10

環境
④揮発性有機化合物対策用高感度検出器の開発

14⑤無曝気・省エネルギー型次世代水資源循環技術の開発
⑥有害化学物質リスク削減基盤技術研究開発

小計 33

産
業
技
術

電子・情報 ⑦パワーエレクトロニクスインバータ基盤技術開発 2
ナノテクノロジー・材料 ⑧次世代高度部材開発評価基盤の開発 3

バイオテクノロジー・医療
⑨基礎研究から臨床研究への橋渡し促進技術開発／バイオ診断ツール実用
化開発

9

機械システム
⑩高集積・複合MEMS製造技術開発プロジェクト

10⑪次世代衛星基盤技術開発（衛星搭載用リチウムイオンバッテリー要素技
術開発）

小計 24
合計 （企業数は５２） 57



※以下の企業は含まない。

・売上が無く途中段階で継続的活動を中止した企業

・該当設問に回答のない企業

・研究段階を最終目標としている企業

プロジェクト終了時点の段階(ステージ)と終了後５年以内の売上の有無

○プロジェクト終了後、５年以内に売上を出した企業の６割は、プロジェクト期間中に、ステージを
技術開発段階等にステップアップしている。 9

0
20
40
60
80

100
120
140
160
180

研究段階完了 研究段階未完

終了後5年以内の売上

■ 売上無

■ 売上有

プロジェクト期間中に研究
段階を完了したか否か

企
業
数

33社
40％

49社
60％

142社
84％

28社
16％

PJ中に
研究段階完了

PJ中に
研究段階未完

計

売上
有り

49 社 28社 77

売上
無し

33社 142社 175

計 82 170 252

年度（プロジェクト最終年度＝0年）

研
究
段
階
を
完
了
し
た
企
業
の
割
合
（
累
積
）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

‐5 ‐4 ‐3 ‐2 ‐1 0 1 2 3 4 5

売上有

売上無

プロジェクト実施期間

(n=77)

(n=175)

49/77社

33/175社



増えた

プロジェクト期間中の研究開発投資への効果 (インプットアディショナリティ)

平成１９年度終了プロジェクト
参加企業数：１５４社

(昨年度の分析結果)
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○研究開発投資の自社負担分が、ＮＥＤＯプロジェクトを契機として増えたかどうかを昨年度から
調査を実施。 昨年度の分析と同様に、「ＮＥＤＯプロジェクトを契機として企業による研究開発投
資が誘発される効果が認められる。」といえる。

増えた

変わらない
変わらない

減った 減った

平成１９、２０年度終了プロジェクト
参加企業数：２０１社
(本年度の分析結果)

0

2

4

6

0%～ 10%～ 20%～ 30%～ 40%～ 50%～ 60%～ 70%～ 80%～ 90%～ 100%

（回答数）

NEDO研究開発費の占める割合

100%委託 1/2委託、助成

(参考) ＮＥＤＯ研究開発費の研究開発総費用に対する比率 (Ｈ２０年度終了プロジェクト n=３８)
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73

52
43
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16 18 17

0

40
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160

H17 H19 H21

実
施

企
業

数

調査年度

平成１５年度終了プロジェクトの追跡結果(概要)

上市

製品化

技術開発

研究開発

中止等

○ 平成１５年度終了のプロジェクトは、この５年間、上市した企業数はほぼ一定。 (新規の
上市と上市後の中止を含む。)

○ 一方、研究開発を中止した企業は当初あった企業の半数にまで増加。(→研究・技術開
発を継続している企業は半減。)
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118
192

124
54

126 92

32
46

27 43

H19 H21

平成１７年度終了プロジェクトの追跡結果(概要)

中止等 研究開発 技術開発 製品化 上市

○ 平成１７年度終了のプロジェクトは「フォーカス２１」*が３２プロジェクト( 全５２件中)ある
ため、上市・製品化した企業が多い（実用化率＝２０％。例年は１０％強程度。）。
* 経済活性化につながる実用化研究開発に重点化したプロジェクト。①技術的革新性により競争力を強化できるこ

と。②研究開発成果を新たな製品・サービスに結びつける目途があること。③比較的短時間で新たな市場が想定さ
れ、大きな成長と経済波及効果が期待できること。④産業界も資金等の負担を行うことにより、市場化に向けた産業
界の具体的な取り組みが示されていること。
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9

54

38

8
10

119

Ｈ１９ Ｈ２１

平成１９年度終了プロジェクトの追跡結果(概要)

中止等 研究開発 技術開発 製品化 上市 調査対象

○平成１９年度終了プロジェクトは終了直後に中止等により157→119件に企業数が減少。
○本年度の簡易調査では、中止等に至った企業は僅か(9件) 。プロジェクト終了直後に
上市・製品化を達成した企業は１８件（実用化率１１％）。
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各技術分野毎の現状段階の比較

○平成１５、１７、１９年度終了プロジェクトをまとめると、エネルギー分野(省エネ、新エネ分野)の上
市・製品化の割合は他の技術分野と比べて大きい。
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46%

30%

34%

41%

44%

11%

34%

18%

39%

31%

36%

20%

25%

25%

12%

25%

7%

6%

18%

21%

15%

19%

18%

29%

22%

33%

24%

39%

21%

36%

24%

28%

25%

6%

8%

12%

5%

3%

7%

19%

18%

8%

12%

9%

10%

8%

6%

8%

4%

36%

21%

10%

8%

14%

10%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

バイオテクノロジー・医療分野

機械システム分野

ナノテクノロジー・材料分野

電子・情報分野

燃料電池・水素分野

省エネルギー分野

新エネルギー分野

環境分野

産技分野

エネ分野

全体

中止等 研究 技術開発 製品化 上市

n=75

n=97

n=680

n=221

n=459

n=50

n=68

n=28

n=129

n=87

n=146



研究ステージ毎の他社との競合状況

○平成１５，１７，１９年度終了プロジェクトの全体をまとめると、「上市」に至った企業は競合他社よ
り研究ステージが先行していた。

○ 「中止」に至った企業においても２０％強の企業は競合他社より研究ステージが先行していたと
回答。(市場の変化、コストが原因等 → 今後の「詳細追跡調査」において分析予定。)
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n=56                          n=126                      n=172                         n=62                         n=70



上市事例のＮＥＤＯホームページにおける紹介

○昨年度の追跡調査等で把握した上市事例について、一般に分かりやすく広報するため、試行的
に１０件をＮＥＤＯホームページに掲載したところ。

○本年度も継続的に実施予定。

(ＮＥＤＯホームページから抜粋)
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